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銅を用いた水中の微生物の不活化技術の現状と課題
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目的 近年注目を集めている銅を用いた水中の微生物の不活化技術の現状および課題を明らかとす

る。

方法 国内外の学術雑誌等に掲載された文献情報を基に，銅を用いた微生物の不活化技術の歴史，

不活化機構，不活化効果が確認されている微生物，水中の微生物の不活化技術について整理し

た。

結果 銅を用いた微生物の不活化技術は古くから利用されていたが，1930年代より抗生物質の利用

が広まったことから，銅を用いた不活化技術は使用されなくなった。一方で，近年は抗生物質

耐性菌の存在が問題視されており，抗生物質に代わる微生物の制御アプローチの 1 つとして，

銅を用いた微生物の不活化技術が再認識され始めている。不活化機構については，その詳細は

いまだ明らかとなっていないものの，銅イオン自体の毒性と銅表面に生成される活性酸素によ

る強力な酸化作用によって不活化が起こると推測されている。Legionella pneumophila, Salmonella
enterica, Mycobacterium tuberculosis 等の公衆衛生上問題となる多くの病原微生物に対して不活化効

果が確認されている。建物内の給水管を中心に多くの水関連設備において，近年銅を用いた不

活化技術の導入が検討されており，人への健康影響がほとんど発生しないと推測される水道水

質基準を満たす濃度範囲であっても，水中の微生物を不活化可能であることが一部の研究でわ

かってきた。一方で，不活化効果が短期間に留まることも多く，効果を長期間持続させる技術

を開発することが今後の課題であるといえる。また，銅管は残留塩素の低減や消毒副生成の生

成にも影響を及ぼしていると報告されており，このようなリスクと不活化効果というベネフィ

ットのアセスメントが今後必要であろう。

結論 銅を用いた水中の微生物の不活化技術には，実用上の課題は残るものの，その有用性は十分

に明らかとなっており，病院施設の給水設備等での利用が今後期待される。
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 緒 言

水の安全性を鑑みた上で，最も重要な要素の 1 つ

として微生物の管理が挙げられる。人体に重大な健

康影響を及ぼす病原微生物の制御は，水衛生の歴史

の中でも常に最も重要な課題であった。我が国をは

じめとする先進国においては，公衆衛生の普及に伴

い水系感染症の発生は劇的に減少したが，2010年11
月にスウェーデンの ÄOstersund 市で水道経由のクリ

プトスポリジウムの集団感染症が発生し，約10,000
人の推定患者が発生する等1)，依然として水系感染

症が散発している現状にある。

水の微生物学的安全性を確保する上で最も重要な

要素は，水中の微生物の不活化（消毒）技術である。

我が国の水道システムにおいては，水道法で義務付

けられているように，塩素による微生物の不活化に

よって，微生物学的に安全な飲料水を供給している

が，クリプトスポリジウムやジアルジア等，塩素に

耐性のある微生物も存在しており，塩素消毒以外の

様々な不活化技術が提案されている。本稿ではその

中でも近年注目を集めている銅を利用した不活化技

術について述べる。

 方 法

銅を用いた微生物の不活化技術については，ドア

ノブ等の銅固体表面に存在する微生物の不活化効果

に関する総説論文が過去に発表されているが2)，水



580580 第60巻 日本公衛誌 第 9 号 2013年 9 月15日

中の微生物の不活化効果については報告されていな

い。そこで本稿では，国内外の学術雑誌等に掲載さ

れた文献情報を基に，銅を用いた水中の微生物の不

活化技術の現状と課題について整理した。また，銅

を用いた微生物の不活化技術の歴史，不活化機構，

不活化効果が確認されている微生物の種類について

も詳解する。

国内外の文献情報の検索には，独科学技術振興機

構が運営する J Dream II（JST 文献検索サービス）

およびエルゼビア社が運営する Scopus（文献検索

ツール）を用いた。J Dream II は，科学技術や医

学・薬学関係の国内文献および一部の海外文献を網

羅的に検索可能な日本最大級の科学技術文献データ

ベースである。また Scopus は，世界の5,000以上の

出版社から出版される20,500以上の科学技術・医学

等のタイトルを網羅する世界最大級の抄録・引用文

献データベースであり，海外文献の網羅的検索に適

している。さらに，一般のインターネット検索等に

よって学術文献以外の情報も収集した。銅（Cop-
per），不活化（Inactivation），消毒（Disinfection），
水 （ Water ）， 水 道 （ Water supply ）， 飲 料 水

（Drinking water）等のキーワードを組み合わせて検

索を用い，ヒットした文献の題名・抄録内容から，

銅を用いた微生物の不活化技術に関連していると思

われる文献を選別した。これらの検索により，学術

論文24報，報告書・学会講演集等のその他の文献 9
件を収集し，それらの情報を整理した。

 結果および考察

. 銅を用いた微生物の不活化技術の歴史

銅を用いた微生物の不活化技術の歴史は古く，紀

元前2,600～2,200年頃には，エジプトにおいて胸部

裂傷や飲料水の消毒に利用されており，ギリシャや

ローマ等でも同様に火傷の処置等に使用されていた

と記録されている3)。19世紀になると，銅工業の従

事者がコレラに対する免疫を有していることがフラ

ンスで確認されたことから，医学での有効性が認識

され，19世紀から20世紀初頭に掛けて，結核や梅毒

等の幅広い疾病の処置に無機銅の製剤が使用され

た3)。1930年代より，抗生物質の利用が広まったこ

とから，銅を用いた消毒技術は使用されなくなった

が，一方で，抗生物質耐性菌の存在が問題視されて

おり，抗生物質に代わる微生物の制御アプローチの

1 つとして，銅を用いた微生物の不活化技術が再認

識され始めている2)。近年では，ドアノブ4,5)やシャ

ワーヘッド等の給水装置6)，貯水瓶7)等にも抗菌材

料として銅の利用が検討されており，幅広い分野で

の利用が期待されている。米国環境保護庁（EPA）

は2008年に銅合金を正式に抗菌材料として登録して

おり，安全性についても評価している8)。また硫酸

銅は藻類の制御に有効であることが知られており，

湖沼や貯水池等では殺藻剤として100年以上前から

現在に至るまで世界各地で使用されている9)。

. 銅による微生物の不活化機構

銅による微生物の不活化機構の詳細はいまだに明

らかとなっていないのが現状であるが，いくつかの

不活化機構・ルートが推測されており，本稿では代

表的なものを紹介する。

銅イオンから各種の反応を経て活性酸素が発生す

ることが知られており，活性酸素による強力な酸化

作用によって微生物の不活化が起こると考えられて

いる。はじめに銅板等から溶出した 2 価の銅イオン

は，次式の通り，システインやグルタチオン等のチ

オール（スルフドリル）基と反応し，1 価の銅イオ

ンを生成する。そして 1 価の銅イオンは酸素と反応

し，2 価の銅イオンへと戻るとともに，過酸化水素

を生成する。さらに生成された過酸化水素はフェン

トン反応と類似した反応(式 3)によって 1 価の銅イ

オンと反応し，2 価の銅イオンを生成するととも

に，より強力な酸化作用を持つヒドロキシラジカル

を生成する。これらの反応によって生成されたヒド

ロキシラジカルがたんぱく質や脂質を酸化すること

等によって，細胞分子に損傷を与えると考えられて

いる2)。

Cu2＋＋2RSH→2Cu＋＋RSSR＋2H＋ (1)

2Cu＋＋2H＋＋O2→2Cu2＋＋H2O2 (2)

Cu＋＋2H2O2→Cu2＋＋OH－＋OH (3)

*RSHチオールRSSRジスルフィド

また，銅イオンは微生物の恒常性（ホメオスタシ

ス）に影響を与えることが知られており，この作用

も銅を用いた微生物の不活化に関与していると考え

られている。このことは，実際に copA, cueO 遺伝子

欠損株を用いた実験で実証されており，とくに細胞

内損傷の一次機構として重要であると報告されてい

る10,11)。

これらの情報を踏まえて Grass らは，図 1 に示す

作用順序を提案している2)。はじめに銅イオン自体

の毒性によって細胞の損傷が起こり，損傷部位から

細胞質が流出し，その後，銅イオンによって生成さ

れたヒドロキシラジカル等の活性酸素が細胞へさら

なる損傷を与える。そして最終的に DNA まで損傷

されると推測されている。

. 銅による不活化効果が確認されている微生物

種

表 1 に示すとおり，これまでに数多くの病原微生

物に対して，銅を用いた不活化技術が有効であるこ
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図 銅による微生物の不活化機構・順序の概念図
（文献 2 を一部改変）
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とが確認されている。大部分が，水中の微生物では

なく，銅・銅合金の固体表面に付着させた微生物の

不活化効果を調べたものであるが，病原細菌だけで

なく，ウイルスや原虫にまで不活化効果があること

が明らかとなっている。メチシリン耐性黄色ブドウ

球菌（MRSA）等の抗生物質耐性菌にも有効であ

ることは，極めて重要な特徴であり，1 節でも述べ

た通り，銅を用いた不活化技術が近年注目を集める

きっかけとなっている。また，公衆浴場等で増殖

し，レジオネラ肺炎を引き起こす Legionella pneu-
mophila，細菌性食中毒の主な原因となっている

Salmonella enterica，結核の原因菌である Mycobacterium
tuberculosis 等，公衆衛生上問題となっている多くの

微生物に不活化効果が認められている点も重要であ

る。なお，水中の微生物の不活化については，4 節

以降で詳しく解説する。

. 銅管における水中の微生物の不活化

銅管は，我が国では1923年に大阪医科大学付属病

院で給湯用に使用されたのが初めといわれ，1932年
には東京市水道局が水道用銅管を採用し，水道用に

も使用されるようになった。銅管は一般的に耐食性

がよく，温水や水に対して腐食やサビの発生はほと

んどみられない。また，コンクリートや土壌に対す

る耐食性もよく，漏水の発生も少なく，軽量で切断

曲げ加工継手による接合の施工性がよい等の特長を

持っている26)。表 2 に示すとおり，我が国において

は，銅管は給湯等の用途で用いられているものの，

その利用範囲は限られている27)。一方，一部の欧米

諸国では主要な給・配水用配管として広く用いられ

ている28)。

笹原らは銅の抗菌作用に着目し，給水用銅管にお

ける Legionella pneumophila に対する殺菌効果を検討

している20)。銅管では，塩化ビニル管等と異なり，

管路表面に Legionella の増殖に関与していると考え

られているバイオフィルムの形成が確認されず，

Legionella の不活化効果も確認された。新品の銅管に，

Legionella pneumophila を含む試験水を充填し，ゆっく

り浸透した結果，6 時間で99.98（3.67 log10）の

不活化が確認されている。一方，6 か月使用した

（エージングした）銅管においては，不活化率が 1/

30程度まで減少することが報告されている。van
der Kooij らが実施した同様の調査においても，通

水当初においては，ステンレス管等に比べ，銅管内

の Legionella pneumophila の濃度が有意に低くなるこ

とが報告されているが29)，通水 2 年後にはその差が

あまりみられなくなっており，長期間不活化効果を

持続させるための工夫を行うことが今後の課題の一

つであるといえる。同様に，笹原らは給水用銅管に

おける Cryptosporidium parvum のオーシストの不活化

についても検討しており，24時間で95.0（1.3
log10）の不活化率を得ている25)。この検討では，銅

イオン自体の毒性効果は認められなかったことか

ら，銅管表面で発生した活性酸素によって不活化が

起こっていると推測された。一方，これらの不活化

実験における水中の銅イオン濃度は 2～4 mg/Lであ

ったが，この濃度は我が国における水道水質基準値

（銅およびその化合物として 1 mg/L）よりも高い値

であり，より低濃度で不活化に効果があるかどうか

今後調査する必要があるといえる。水中の銅は高濃

度となると，洗濯物等を変色させる性質を持ってお

り，さらに消化管への急性影響が疑われていること

から，WHO でも飲料水水質ガイドライン値として
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表 銅による不活化作用が確認された微生物（文

献 2 を基に情報を追加して作成)

微生物種 反 応 文献番号

細菌

Acinetobacter baumannii 銅固体表面 12
Acinetobacter baumannii 水中 13
Acinetobacter johnsonii 銅固体表面 14
Brachybacterium conglomeratum 銅固体表面 14
Campylobacter jejuni 銅固体表面 15
Clostridium di‹cile 銅固体表面 16
EMRSA（流行性メチシリン耐
性黄色ブドウ球菌)

銅固体表面 17

Escherichia coli（大腸菌) 銅固体表面 18
Enterococcus hirae（腸内連鎖球菌) 銅固体表面 19
Klebsiella pneumoniae（肺炎桿菌) 銅固体表面 12
Legionella pneumophila 水中 20
Listeria monocytogenes 銅固体表面 21
MRSA（メチシリン耐性黄色
ブドウ球菌)

銅固体表面 17

Mycobacterium tuberculosis（結核菌) 銅固体表面 12
Pantoea stewartii 銅固体表面 14
Pseudomonas aeruginosa（緑膿菌) 銅固体表面 12
Pseudomonas aeruginosa（緑膿菌) 水中 13
Pseudomonas oleovorans 銅固体表面 14
Salmonella enterica 銅固体表面 15
Salmonella typhi 水中 7
Salmonella typhimurium 水中 7
Staphylococcus warnerii 銅固体表面 14
Stenotrophomonas maltophilia 水中 13
Vibrio cholerae（コレラ菌) 水中 7

真菌

Candida albicans 銅固体表面 12
Aspergillus ‰avus 銅固体表面 22
Aspergillus fumigatus 銅固体表面 22
Aspergillus niger 銅固体表面 22
Fusarium culmonium 銅固体表面 22
Fusarium oxysporum 銅固体表面 22
Fusarium solani 銅固体表面 22
Penicillium crysogenum 銅固体表面 22
Saccharomyces cerevisiae 銅固体表面 23

ウイルス

In‰uenza A virus (H1N1) 銅固体表面 24

原虫

Cryptosporidium parvum 水中 25
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設定している（2 mg/L)30)。また，銅管は残留塩素

の低減や消毒副生成物として問題視されているハロ

酢酸類の生成にも影響を及ぼしていると報告されて

おり31)，このようなリスクと不活化というベネフィ

ットのアセスメントが今後必要であろう。

小林らはカワヒバリガイの増殖抑制にも銅管が有

効であると報告している32)。カワヒバリガイはイガ

イ科に属する比較的小型の淡水棲二枚貝であり，管

壁に大量に増殖すると，管路の閉塞等の利水障害を

引き起こすことが知られているが33)，銅配管では，

広く用いられているステンレス製配管に比べてカワ

ヒバリガイの増殖が著しく減少することを示してい

る。

. 銅を利用したその他の水中の微生物の不活化

技術

銅およびその合金は，近年，管路以外にも様々な

水関連の用途で使用されており，本稿でもその一部

を紹介する。

Huang らは病院内における水系感染症を防止す

るためのオンサイト消毒技術として銅イオン発生装

置に着目し，Pseudomonas aeruginosa, Stenotrophomonas
maltophilia, Acinetobacter baumannii を対象に不活化実験

を行っている13)。その結果，0.1～0.8 mg Cu2＋/L
という我が国の水道水質基準を満たす濃度範囲にお

いて，いずれの濃度でも P. aeruginosa を1.5時間以内

に99.999（5 log10）以上不活化できることを示し

ている。S. maltophilia に関しては，0.2～0.8 mg/L
の範囲で 6 時間以内に99.999 (5 log10）以上の不

活化率が得られ，また A. baumannii に関しても，

0.4～0.8 mg/L の範囲で24時間以内に99.999 (5
log10）以上の不活化率が得られている。また，P.
aeruginosa および A. baumannii に関しては，銀イオン

を併用することで不活化の相乗効果が得られること

も報告している。なお，銅・銀イオン発生装置は欧

米の300以上の病院で使用実績があることも記載さ

れている。

乾らはシャワーヘッド内部に金属銅を溶射したも

のと通常のシャワーヘッドでバイオフィルム形成能

の違いを調査している6)。その結果，金属銅を溶射

したシャワーヘッドでは，通常のものと比べ，バイ

オフィルを形成する従属栄養細菌数が 1/260～1/40
に減少することを示しており，シャワーヘッドへの

銅利用の有効性が明らかとなっている。

Sharan らは，銅製の瓶（容量12 L）を用いて

水を保存した際に，水系感染を引き起こす Salmonel-
la typhi, Salmonella typhimurium, Vibrio cholerae を不活化

可能かどうか検討している7)。その結果，短時間で

は効果が低いが，24時間以上保存することで十分な

不活化効果があることが明らかとなった。

 結 論

我が国においては，19世紀後半から20世紀にかけ

て公害問題のさきがけである足尾銅山鉱毒事件が発
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表 病院建築の衛生設備配管における最多使用管材（建築設備技術者協会調べ文献27を基に作成)

配管系 1991年 1996年 2001年 2006年 2011年

上 水 管
塩ビライニング鋼管（VA, VB)

65.8 56.4 57.3 49.0 48.8

雑用水管
塩ビライニング鋼管（VA, VB)

66.3 66.3 55.7 49.8 48.8

給 湯 管
銅 管 ステンレス管

53.0 43.3 26.6 47.7(19.6†) 48.9(7.4†)

汚 水 管 ―
塩ビ管 耐火二層管

25.0 37.3 32.2 42.5

雑排水管 ―
塩ビ管 耐火二層管

24.7 34.2 30.5 41.1

通 気 管 ―
塩ビ管 塩ビ管 二層/塩ビ 二層管

43.0 35.7 33.3 50.0

* 表中の数字は最多使用管材の使用割合（）を示す。

* 給湯管以外は，主要な管材ではないため，銅管の使用割合の集計データなし。
† 銅管の使用割合（)
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生したため，銅に対しては有毒性のイメージが先行

し，銅の利用が敬遠されることもあるが，人への健

康影響がほとんど発生しないと推測される水道水質

基準を満たす濃度範囲であっても，水中の微生物を

不活化可能であることが一部の研究で明らかとなっ

ている。不活化効果の持続性や残留塩素の低減，消

毒副生成物の生成等の課題は存在するものの，公衆

衛生上問題となっている多くの病原微生物の不活化

に効果があることがわかってきており，病院施設の

給水設備等での利用が今後期待される。

本検討は，厚生労働科学研究費補助金健康安全・危機

管理対策総合研究事業「水道の浄水処理および配水過程

における微生物リスク評価を用いた水質管理手法に関す

る研究」および国立保健医療科学院調査研事業（基盤的

研究費）「平常時及び緊急時の施設等の水・衛生管理に関

する研究」の一環として行われた。

(
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Current situation and problems associated with inactivation of microorganisms
in water using copper

Naohiro KISHIDA*, Dai SIMAZAKI*, Koji KOSAKA*, Ruka KOSUGE*,
Michihiro AKIBA* and Kenji HAYASHI*
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Objectives The current situation and problems associated with inactivation of microorganisms in water us-
ing copper were elucidated.

Methods A literature review was conducted regarding the history and mechanisms of inactivation technolo-
gy using copper, the variety of microorganisms shown to be inactivated by these methods in previ-
ous experiments, and the e‹cacy of such technologies for the inactivation of microorganisms in
water.

Results The use of copper for inactivation of microorganisms has a long history. Although the use of copper
was discontinued temporarily owing to the advent of antibiotics in the 1930s, the occurrence of an-
tibiotic-resistant bacteria has resulted in the need for diŠerent approaches to control pathogenic
microorganisms. One such alternative is the use of copper. Although the mechanisms underlying the
e‹cacy of copper inactivation technology have not yet been elucidated in detail, it has been suggest-
ed that pathogenic bacteria are inactivated due to the toxicity of copper ions and strong oxidation
eŠects of reactive oxygen species. Copper inactivation technology is eŠective against many patho-
genic microorganisms that pose a risk to public health, such as Legionella pneumophila, Salmonella enteri-
ca, and Mycobacterium tuberculosis. In recent years, copper inactivation technology has been used in
various water-related devices, especially water supply pipes in buildings. Previous studies have
demonstrated that microorganisms can be su‹ciently inactivated by copper even at concentrations
below that speciˆed in the Water Quality Standard for Drinking Water. However, some previous
studies have indicated that the inactivation eŠect of copper is short-lived. Therefore, the develop-
ment of techniques to maintain a long-term inactivation eŠect is a key concern. In addition, it has
been reported that the use of copper pipes triggers chlorine decay and results in the formation of
chlorine disinfection byproducts. Hence, further studies should aim at assessing the risks and
beneˆts associated with the use of copper.

Conclusion Although the practical issues regarding copper inactivation technology are persistent, this
method has been demonstrated to be e‹cacious. Therefore, this technology could be expected to be
used in many devices such as water supply systems in hospitals in the near future.

* National Institute of Public Health


